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研究•技術開発と小零細企業「問題」

松 村

はじめに—— 問題の所在 

新規開業小零細企業の現状と問題点 

ベンチャー. ビジネスの特徴と存立分野 

ニュー. ビジネス展開の要因と意義 

小規模企業における研究，技術開発 

むすびにかえて- -一•これからの課題

は じ め に - -問題の所在

1970年代にはいって， 産業構造の高度化と産業組織の多様化にともない，中小企業も著しい構 

造変化をとげている。いうまでもなく， 産業構造の「知識集約化」の推進とか， 「脱工業化」社会 

への移行といった，いわば新しい産集社会の展開にたいする要請が，その背景となっているのでも 

る。そこで，産業構造，産業組織の力向づけや，産業政策の基本的なあり方が，論議され再検討を 

せまられているのである。いまや， こうした転換にたいする全面的な適応の要請は,-中小零細企業 

において，もけっ して例外ではなく，また，わが国をとりまく内外環境の激変とともに，多様な動き 

が具体的に促進されているといえるでろう。

ところで，6 0 年 代 の 「高度成長」過程では，産業構造の重化学工業化が急速におしすすめられ， 

大型化，大規模化による「スケール，メリジトJ の追求が展開された。「国際競争力の强化J f c るい 

は 「合理化 • 近代化」 という旗印のもとで， 日本経済の成長は，民問設備投資によって主導され， 

技術華:新の進腰と量産体制の確立をもたらし，そして輸出は51ミ躍的に拡大したのである。要するに , 

この時期に貫徹したプィロソフィは , 物的生産第一主義であり，重化学工業ホ心主義でり，さら 

に輸出重点主義であった。その結果は，とうぜんのことながら独占，露占のま配体制の強化を意味 

し 「効ギ的」な機構の两編成と确立につながる。 同時に，独 占 • 厳占は，いっそうの経核;効率の 

追求のために，中小企業はじめ非独セクタ一を， この連動に勘員することにより，かれらを頂点 

とする支配，厳化のメカニズムができあがったのである。中小企業は，独占大企業への従属と市場
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「三HI学会雑誌」68卷 1 , 2 号 （1975尔1. 2 ；])

での圧迫をしいられ，著しい構造変勘と階層分化を余傲なくされた。 こうして，さまざまな構造的

「矛盾」を内包しながら（むしろ「矛盾」の拡大のゆえに) ， とにかく日本経済は「大亂を築きあげた  

といっても過言ではない。そして， とくに 7 0 年代になって，，そ の 諸 「矛盾」がつぎつぎに顕在化 

し，早魚な問題解決と基本路線のネ幅修正がせまられているのである。

たとえぱ，国際通貨調盤の影響，輸出市場における拡大の制約， 業の海外進出にたいする障害 , 

資本自由化による国企業との競合など，国際環境の悪化がそれである。エネルギー • 資源•原材 

料の不足，それにともなう高価格頼向のなかで，節約を促進し付加価値をたかめるという命題も，

今 R の日本経情が直而している宜大な問題である。公 害 ，都市問題の深刻化により，国民生活の向 

上ないしはそれとの調和のため，生 産 ，流通体系や環境の整備*保全をいかに達成するかという点 

も，十分に梭討する必耍があろう。 さらに， 「労働力不足J のもとでの賃金上昇は，企業と労働者 

に， さまざまな影響をもたらした。一方では，管理社会，機械文明にたいする抵抗 . 批判として， 

労働者意識は多様化し，「生きがい j ，f■働きがいJ や労働者福祉の充実の要請は，急激にたかまって 

いる。企業においては，職 場 ，生活環境の向上と新しい労務管理方式の導入によって，安定的な労 

使関係をどのようなかたちで維持するかが，重要な課題となっている。 しかも，同時に労働者にた 

い す る 「合理化」 と 「しめつけ」を促進しながら，それを実現することに努力がはらわれているこ 

とを，注視すべきであろう。 このようないくつかの甚本的な問題は，そのいずれも力' ; , い わ ぱ 「70 

年代の課題J となっているのである。

さて，こうした今日的な課題の解決のため，政策目標を重化学工業重視から「知識集約化J の方 

向へという，産業政策の転換が耍請されている。 さらに， 大規模化にたいする反省から， 産業構 

造 ，産業組織の基本的なあり方も ,’ あらためて問われているのである。 しかし，これらの動きは， 

むしろ政策的な要請が先行していることも，召̂めないのである。現在，マ ス ，プロとマス ；— ノレ

スの段階 3̂̂すでに過ぎたともいわれ， *■大規模時代の終り」 と か r大規模化の限界」を主張する議
(1)

論さえも生まれている„

を産’ ，消費構造は，きわめて多様化し，個性化しまた高級化し，ている。 市場の拡大と細分化 

( マーケット，セグメンテーション）がすすみ，社会的分業の深化がもたらされることも事実であろう t 

産業社会の質的変化は，産 業 • 企業の存立形態や存立条件， さらに発展のバターンにも， さまざま 

な変動をもたらしている。 ここに，既狂の企粟 ' . 業種ではみたすことのできない分野があらわれ， 

新しい需耍の劍出により，事業機会も豊富になるという。また，成長と衰退も括発になり，企 業 ， 

産業の交替といういわゆる r社会的対流現象」 もさかんになる。70タこ代が，変化と流励の時代であ 

り，機会の時代であると激調されるゆえんである。

しかも，新しい産業社会の展 [19は，かえって中小企業にとって有利に働き，と く に 「知識」なぃ

注（1〉 中村秀ー郎*■大说柳ホ化の終り----多元化する鹿菜組織一-- J ダイヤモンド社，1970^P,.など参照のこと,
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' 研'光 *技術開発と小零細企業「問題J

しは技術集約的な企業の-庫出と成長が可能になるという。その根拠は，小規模，小組織の特性，す 

なわち小まわりがきき，バイタリティ一にとんだ経営の優位性によって説明される。いうまでもな 

く， 「ペンチャー，ビジネスJ に代表されるニ ュ ー •ク イプの中小企業（むしろ小零細焼摸のもの）が， 

最近数多く生まれ，その動向が注目されている。 「ペンチャー•ビジネス J 論は， 中小企業の新し 

い展開をつうじて，存立形態なり存立条件なり，あるい 'は市場支配，競争のメ力ュズムを説明しよ 

うという，理論的背景をなしているのである。 また，研 究 * 技術開発® で の 「規模の経済」にかん 

して，巨大企業よりも個人とか小企業の方が，開発効率がたかいという見解は，いぜんとして根弥i 

い。 このことが， rペ ン チャー • ピジネス」成長の論理を，裏づける役割をはたしているのである。

ところで，大都市を中心として，新規開業の小零細企築が，年ねん増加向にあるのは，周知の 

とおりである。政策的にみても，小規模 • 零細企業対策が，輕視できなくなっていることもたしか 

であ( I 〉。さらに，労働力流動化政策の促進を契機として，零細な独立自営業者の群生は，新しい労 

働 問題，社会問題を提起することになったとみなすことができる。

以上のような認識を前提として , 小稿では , 最近における小零細企業の動態変化に德点をあてて， 

分析をすすめたい。 と く に 「ベンチャー . ビジネスJ のような新企業成立の背景や展開の実態，さ 

らにそれをめぐるいくつかの問題点について， 干の考察を試みることにする。 「知識染約化J の 

評価や研究，技術開発における特徴をつうじて，そのメリットが，小零細企業経営にいかに働くか 

という点が，小稿の中心課題となるのである。

2 . 新規開業小零細企業の現状と問題点

わが国中小企業（非一次産業）のきちで，小規模企業は企業（事藥所）数で実に80%をしめ，従業 
■ (3 )

員数においても 4 0 % に達しており，その位置と.役割はきわめておもい。60年代において，前半は

やや減少や停滞のうちに推移したが，後半から今日にいたるまで小規模企業の増加傾向が続いてい

ることは， 周知のとおりである。6 3 年に制定された「中小企業近代化促進法J 力';,優企業の

成 ，強 化 と •■近代化』路線にあわなV、企業の整理 • 淘汰をうたったこととは裏腹に， こうした現象

が顕著にあらわれているのは，皮肉な結果といわなければならない。 とりわけ，個人企業•自家営

業といった零細企業が，年ねんふえているのが，めだった特徴である。そして，開業平（新鋭閲業‘

業糖転換など) は高いが， 転處業审も高いという小零細企業時有の循環をくりかえしながら> なおも

: 4
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法（2 ) 中小企業;:T-編 『中小企業由? の1973年および74年版にお1/、て，小奴役企業問がようやく分析されるようになっ 

た。また，《1,小 企 業 政 策 審 議 会 代 の 4,小企栗のあり方と中小企業政策の力向について( M A ' f O j 19?2ギ 8 ル 

のなかで，小おi摸企業の存在意義と役制の性が谓搞されている。

( 3 ) 総別な『ポ菜所統計J 1972ギによる。小说膨業所とは，従菜M 20人未满（卸 • 小うち. サービス菜では5人未満） 

のものをさす》

I



「三ill学会雜誌」68巻 1 . 2号 （19754{こ1，2月）

拡大傾向にある。いうまでもなく，こうした r多産多死J 現象は，規模が小さくなれぱなるほど， 

顕著にもらわれているのである。

ところで，事業所の開設状況を業種別にみると，飲货業がBH倒的に高い伸びをしめしている。 さ 

らに，建設業，不励産業，サービス業 . 小売業 • 製造業といった業種でも，大幅な増加がめだって 

いる。鉱業や電気，ガス，水道業などの一部の業種をのぞいて，ほとんど全産業において，小規模 

企業の增勢がみとめられるのでちる。 このような小規模企業の新規開業は，当該業種の市場の成長 

に依存し，需要の拡大と多様化によって促進される。たとえば，サービス業においては，洗たく， 

理 容 ，浴場業といった国民生活に密着したものや，摸楽業 . 貧貸業といったレジャー関遮の部門に , 

いちじるしい増加がみられる。 また， 情報サービス，調 査 ，広告業や'建物サービス業のような企 

業 • 事業関連のサービス業でも，同様のことがいえよう。小売業についても，’ 勘車小売業. ガソ 

リンスクンド . 婦人子供服小売業などに，新す免開業企業が多くあらわれている。一方，製造業では , 

電気計測器 . 電子通信機器用部品 . 工業用ゴム製品 • セメント製品，一般産業用機械装置といった 

業 'f i で，小規模企業の新規参入がさかんである。 そして，これらの業種のいくつかは， rペンチャ 

一 * ビジネス』が進出する分野であることはいうまでもない。

つぎに，最近における小零細企業の拡大傾向から，その促進要因（宵景〉なり，評価について検討 

してみよう。まず第一に，新規開業が，市場の拡大と多様化によって，急激に促進されていること 

でもる。 このことは同時に， 「社会的分業J の深化を意味し , とくに多種少量生産，短期的な製品 

のライプ，サイクル，製品の非標準化• 規格化という需耍の耍請は，新し、、分野を生みだすことに 

なる。 しかも， 「規模の経済」があまり働かないという点では，むしろ中小企業分野の拡大に貢献 

しているといえる。商 業 ，サービス業においても，一方で大資本の進出や大型化.多店舗化がすす 

んでいる反而，新しい需耍を創造するため，小零細企業の新規参入が多いことも事実である。第二 

には，大都市における産業 . 人口の急速な柴積 . 集中によってもたらされると考えられる。新规開 

業は ,，もっぱら首都圈♦ 近幾圏という巨大都市およびその肩辺都市が中心であり，地方都市や過疏 

地域においてはあまりみられない。つまり，新規開業の多くは外部経済に依存し高度な都市機能 

や発達した関速産業を十分利用することにより，企業の存続と発展がうながされるのである。 また， 

都 llRこおける所得の上界と生？5様式の変化が，新しいマーヶットの剑出と拡大を可能にしている。

雄三の要因は，いうまでもなく小資本で成立する分野が，今まで以上に拡大したことである。そし 

て，iミピルの供給量がふえたことや，小盤で填純挽作できる比較的安価な機械が旧発されたこと， 

またリースやローンの热及によって，開業が容易になったことがあげられる。

さらに労働力流勘化の観☆からすれぱ，第四に，-若4P労働力不足や賃金上界が，中小企業経営を 

ぱ迫し，ll/ fl労働力の確保の点で不利になったことである。 このため， もっぱら無給の家族労働力 

に依存する個人企業が，比較的有刺となり，5̂孝細資本でも存立できる領域が整倘されることによっ

■-----  50-------
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て，増大便i向があらわれたのである。製造業においては，労働者-から独立1ぅ!常業者へというかたち

で労働者階級の分解が生じており，新規開業のひとつのパターンともなっている。 これは新しい下

請け層の拡大でもあり，新たに下請け企業を開設したり 1̂]：下請けに転じたりという傾向があらわれ

ている。親企業も，こうした励きを奨励して下請けを積極的に利用し，下請けW編成の新しい展開

が促進されていろのである。 しかも，新媒開業の下請けの場合，開業年次が新しい企業はど，特定

の親企業1 社に従 '属する割合が高く，市場における独立性は，かなり制約されているといえよう。

また，飲食業や小売業などでは，家計補助的な目的から，むしろ副業として始めたものも数多くみ

られる。 もともと零細企業においては，低生産性，低所得を余儀なくされ，それをおぎなうものと

して，兼業のもつ意義は大きい。たとえば， 3 人以下の企業価業 . サービス業で2人以下）で，兼業
(4 )

の理由をみれば， r本業だけでは収入が十分でない」 という理由は，実に 55 % をしめている。これ 

にたいして，10〜19人規模という小規模企養の上位層では，経営の多免化や安定化のためというJ1 

が半分を越え，兼業の意味もことなってくる。 このように，本業の収入だけでは生活が困難な零 

細企業は，いぜんとしていわゆる生柴的経営の域を脱することができない。零細な個人企業におい 

ては，劣悪な労働条件で，低生産性を長時間労働とほとんど無給の家族労働力でカバーしているの 

がふつうである。 また，家計と経営が未分離であったり，営業帳簿の記帳が行なわれなかったり， 

経営管理のうえで体質改善がすすんでも、ないものも多くみられる。 したがって，新規開業小零細企 

業や独立自営業者の増加鎮向から， 「二重構造」で表現される親摸間格差の縮小•楚正や中小企業 

の 「近代化」を早急に論じることは，きわめて経率といわなければならない。

以上のこととも開速するが，猪五の要因として，最近における労働者意識の変化により，とくに 

独立志向がつよく働いていることである。新規開業小規模企業の場合，4 ,小企業労働者から独立す 

るものがいぜんとして多く，全体の約7 割をしめている。ただ，最近の傾向として，大企業をやめ 

て独立する割合もふえ，新規業の経営者の学歴もしだいに高くなってきている。 とりわけ， 企 

幾 • 事業関連のサービス業については， その色彩がつよく， 「ベンチャ 一 . ，ビジネス」展開の基盤 

ともなっているのである。 さて， 新規開業にさいして，「もともと独立を考えていたJ, 「人に使わ 

れたくないJ , 「組織の中では 1̂ 分の能力を十分発揮できないJ といった励機をあげるものがぼ倒的 

に多(シ。い わ ゆ る 「生きがいJ . 「働きがい」をもとめ，組織にたいする不満と反発があらわれ，ほ 

己の能力発揮の場を希求することにより，独立の道を選択するのである。 また，独立するのは， 1̂1 

常のガが動め人よりも所得が多いという意識も働く。概して， Iむ営業主は企業の資本蓄積よりも， 

個人所得の増大をほ的としがちである。 したがって，所得動機から独立する鎮向は比較的つよいと

法（4 ) ホ小企業; i : 『小规漠企業経常活如 i 調; 1973 4 fU l/J ,

( 5 ) 中小企業; 業ま熊讓にする調をJ 1973 4 }-12月。

( 6 ) 同上。
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いえよう。中小企業の労働者は，大企業との賃金格差はる輕度縮小したとはいうものの，まだ大 

f e なひらきがある。 しかも， 3 5 歳頃をピークとして昇給は頭打ちになり，退職☆ . 年企は低く， 

企業の将来性にたいする不安も多い。こうしたことが，労働者に独立意識をうえつけ，たとえ収入 

が不安定でもっても，し国一城の主 J たることを志向させるのである。 .

いずれにせよ， このように零細な生業的性格をもった企業が輩出していることは，注目すべき事 

卖でもる。 それは， い わ ぱ de facto (事実上）の質労働者の創出であり，下請け . 内職.パートタ 

イマ一といった底辺層が拡大 ;jTj：生産される過程でもある。同様に，新しいタイプの「成長型!J 小規 

模企業といわれる「ベ ン チャー，ビジネスJ も，かなり多くの問題点をふくんでいることは否めな 

いのである。

3 . ベ ン チ ヤ ー • ビ ジ ネ ス の 特 徴 と 存 立 分 野

「ベンチャー，ビジネスJ というのは , r研究開発集約的，またはデザイン開発集約的な能力発揮

《の
型の創造的新規開業企業J と定義されている。それは，70年代にはいって清成忠巧氏らによってと 

りいれられ，きわめてジャーナリスチィックにとりあげられることによって，わずかな期問に急速 

に普及した和製の；liki☆ である。 欧米では， ふ つ う New  Technology Company, New  Venture

Venture Operation, New  Venture Company, New  Business Venture, Small Business Venture
(9 )

などとよばれ，N T B F と略称される。 ところで，60年代における重化学工業化の促進は，「中堅企

業J 展Dflの很拠となった。そして，7 0 年代における r成長」型中小企業は， 「ペ ン チャー . ビ ジ ネ

スJ と規定されている。 「中整企業J 論は， 大規模経済の追求と独占.寡占体制の強化のなかで，

中小企業成長の「客観的」条件を提示した。 しかし，積極的な設備投資と量産化による「適正」规

模の実現をめざしたにもかかわらず，「近 代 化 倒 や 停 滞 に お ち い っ た 企 業 も 少 な く な い そ 7 

, (11)
て，い ま 「中墜企業J の成長要因として， rベン チャー，ビジネス」化が提唱されてぃるのである。

.注（7 ) 滝沢菊太郎「労働力不足化と零細工業の増大—— 浩成,か'^；3氏らの批判にこたえて一̂ 一 J (商工飢合巾央金哺調;jif：部 『商 

エ金融J 197坪 6 月ラ）を参照のこと。なお，批判的な見方として，清成忠ジi 『現代巾小i t：菜の新城[jff~ ■ 動態的rM v fN  

業論の;试み"-----A f1木経 ：̂̂新即社，1972くド，などがある。 '

( 8 )  iw成忠y j . 中村秀一郎，平j i 光?？） 版 . ペンチャー. ビジネス—— 0/1脳を'光る小さな大企業—— ,1:1本経济新I翻 . 
1973 ザ- , 10 ページ。

( 9 )  Now Tecjinologically-Eascd Firm のこと。 A. C. Cooper, The Founding of Technologically-Based Firms, 1971. 
ルイス. L . アレン. アーノルド. G .クーバー，，|■村秀一郎， 『ベンチヤーマネジメント> ~ 领第の成功ぶ件.失 

败 旧 —— J ダイヤモンド. タイムネム1973年などを参照のとと。

(10) ロ JHlfff所の調ゼj iによると，企菜倒產仲数は64印:以降激j f iし， ピークの68 ミには10,776件 に 速 し た ，か

も. れ愤金額はほ額化しrf|微企 l i l ) などの大n 例鹿により， 1仲あたりの額はふえてきている。 また， r恥匕業工業 

イ匕J をあ教した機械金ぼ閲係衆す3iの割<け/、,';‘5いのも，ひとつの特傲であろう。 '
( 1 1 ) 7 0印-代における『4哩企紫J の成_[^^3{^として，（i聊究卯発劇性り弥化，（2)デザインI服独 -約性の⑩化，（3)既：rr- 
分yu■.からの r脱J 傾向，（4》多棚多 の展i;H, (5》シ:Cアi!/、大りの転換，《G)新m場の制庇化，け)外部链済の卵i 的利 

川， 繩他J脚鼠テクノストラクチャ一のプね1̂ と好をt参加，0O)企菜家もV神の射 I!があげられている。（|>村秀一郎ドrj, 
塑 企 栗 論 I960尔化 と 代 一 - ( 聯 |j第 2版) 』} { {作経済新報社， 1972 264〜265ページ。
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研究 *技術開発と小ぎ細企業f問週J

さて， 「ベンチャー ♦ ビジネス」力' ; , 従来の新規開業小規模企業と根本的に興なる点は，だいた 

いつぎのように耍約することができよう。すなわち，り)独自の企業特性を有し創遊的な経営活動を 

行なう，（2)研 究 ，技術開発，デザイン開発ないしは商品開発をはじめとする知的経営活励が中心で , 

独自の技術 . 商 品 ，サービス • ソフドクアなどをセールス，ポイソ トとする，（3)市場志向的で， 

新しい需要に対応するためのマーケティングが重視され，独自の市場を開拓する， ☆業の担い手 

は，高度の專門知識 ♦ 能力と盛A な経験をもち， 高学照で大企業からスゼン • オ フ （とびだし*脱 

出）したものが多く， しかもイノベータ一（単新者）としての性格をもつ，（5)情報依存型の企業で 

り，都市機能の集積を十分利用する必要があるため，特定地域 (巨大都市）に立地する傾向がつよい , 

などをあげることができる。 また， 「ベンチャー . ビジネス」のような小規模企業の特性は，経常 

組織が弾力的で創造的であり，効率的なことである。そこに蓄積されたチクノストラクチュアは， 

その専門知識 • 技 術 . 能力を十分発揮できるとされている。 それに， 「社会的分藥J につよく依存 

し，個別企業として単独で機能するよりも， システム化の進展で他の関速産業や専門企業とのつな 

がりを深める倾向にある。 このような特徴は，たしかに従来の企業類型と比較すると，あまりみら 

れなかった面であると指摘することができる。

なお， 「ベンチャ一 ，ビジネス」の経営上のもっとも大きな特徴は，大企業をス ピン，オフした 

主として技術者 • 研究者によって組織されるプレーン . カンバニ一という点にある。ホ小企業庁の 

「ベンチャー *ビジネス実態調査 j  (1972年11月）あるいは国民金融公庫の「小零細企業新規開業美態 

調査」（1970^1^3月）によると， 「ベ ン チャー，ビジネスJ 経當者の経歴は，大 学 （院）•旧舉門学校 

ギ -5►大企業一>独立というコースをたどるものが圧倒的に多い。大 学 ，企 業 •研究所で修得した專門 

的な知識，技術をもとに， 自己の能力を発揮するために企業化にふみきるのである。 また，経常若 

の学歴をみると，大学ネ以上のものが79%に連し（前出.中小企業庁r調査J) , アメリカの場合は大学 

院 卒 (博士 . ゆ土）が 5 5 % ,大学卒が 3 0 % をしめ， さわめて高い# 雁を有している。一方，経常者 

の 業 時 の 平 均 年 11̂2を)よ，39. 6 歳であり，20〜30歳台が全体の56%をしめている。一般の小規模企 

業の新規開業とくらべると，学 歴 ，経験の関係から年齢は多少高いが，比較的若い企業家が薪出し 

ていることを物語っている。

経営者の大企業からの独立勘機や退職理由をみると(前出，中小企業庁「調査J) ,主要なものは「自 

分の技術，アイデアが生きないJ お よ び 「その企業に入社するときから独立を考えていたJ という 

2 つに集約される。 これに反して，給料が安いとか自営の方がもうかるといった所得励機は稀であ 

り （結果的には2 〜3倍の収入がある力;)， 出世の見込みがないからという地位志向による理由も少な 

い。 ぐ!̂ 際，「ベンチャー，ビジネスJ を創設するのは技術系の割合が圧倒的に高いが，ここに事務

注（12) E. B. Roberts, "Entreprenouislnp and Technology", in W. II. Gruber and D. G. Marquis ed., Fhctovs in the 
Transfer of Technology, 1969.によれば，アメリ力の場"A*も36傲とされている。
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系の平均的ビジネス，マンとちがった特性がだお的にホ) をわれているといえよう。大企業にあって，

ほ分の創意工夫や意見がとりいれられない，仕事や樊績が十分に評価されないという不満はつよい . 

同時に，そ れ は 「生きがいJ . q動きがい」の問題にも発展する。大規模組織にみられるのは累積効 

娘型♦ 新 （Incremental Innovation)であり，永い問の技衛本新のつみかさねが，新製品，新技術の開 

発をもたらす。 また，学際的な分野での研究開発は，大がかりな組織的な協力体制を必要とする。 

このことは，同時:に大規模組織の官僚性 • 硬直性となってあらわれ，技術革新にたいするインセン 

T ィヴを阻？r t る要因ともなる。技術者 . 研究者の没個性化を促進することが，独立を決意させろ 

根本的な原因となっているのである。 もともと独立を考えていたという理 flHは，知 識 .技 術 の 得  

の場として，.大企業を利用することを意味する。あるいは，得意先や協力機関の獲得のため，情報 

源を入手するための手段とも考えられよう。なお，定年制延長の風潮に逝行して，一部の企業では 

それを短縮し能力主義管理をいっそう強化しようという動きもみられる。 このような傾向にたいす 

る危後協からも，大企業からのスピン ♦ オフはひきおこされているのである。

このようなタイプの経営者にとって，不可欠な条件は r企業家精神」であるとされる。かって，

シュンペーターは， 新しい産業は， 「新しい人問 j と 「新しい企業J によって展開されることを强 
(13) (14)

調した。今日でも， たとえぱ， D. A , シ 3 ン の 「プロダクト，チャンピオンJ や， E. B. ロバ一 
(15)

ツ の ' 内部企業家J (Internal Entrepreneur)にみられるように， 「企業家精神 j の必要性を重視する

解は数多い。 「ベンチャー • ビジネス」は， 事業が軌道にのれぱ高収益や高生産包1を期待できる 

力' ; , 新規 liH業のさいには，かなりのリスクがともなうこともたしかである。 したがって， リスクを 

おそれぬ冒険心をもち，バイタリティと創造力にあふれ，専門能力や組織力にすぐれ，それをビジ 

ネスとして獎現できることが企業家に要請されている。 ようするに， 「ベンチャー，ビジネスJ に 

は，「企業家精神 j をもったチクノストラクチュアの染積が，必耍条件となっているのである。

こうして， 「ベンチぅ ビ'：> ネス_ !は， 高生産性 . 利潤を迫求し，高い賞金を宾現するため，

技術者を中心として桃成される ^̂き団である。 したがって，企業規模の拡大を指向するクイプの企業 

ではない。 企業規換も， 従業員数50人以下，資本金5, 000万円以下といった比較的小型のもの々I 

大部分をしめる。 しかも，スピン ♦ オフした人たち数人だけで組織する，いわゆるセルフ.マネジ 

メントのタイプの企業も多く存在する。

ところで， rベンチャー，ビジネス」 の存立分野は， 産業構造の「知識後約化J を背景として， 

既杯の産業分類ではとらえられない領域にも進出し，きわめて多様化しているのが現状である。そ

注 U3) J.ん Sclimpeter, Business Cycles, A Theoretical, lU&toricat, and Statistical Analysis of the Capitalist Process 
1939.古fl旧.三毀修. 金融経済W究所訳り気銜論 I J -イ搜肌1958 4]-,126〜149ページ。

(丄4) D' A. Schon, fechmlogy and Change, The Impact of Invention and Innovation on American Social and Economie 
Development, 1967.松：; 好，牧山威一* . 寺崎実訳『技術と恋化一 ■チタノ ロジーの波及効果—— j ま劉M 敬 JW大学出版 
部， 1970 ィf i , 157 ぺ—ジ。

(15) Roberts, op. cU,, p. 221.
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れらを大まかに類型化すれぱ，（1)研究開発 . 応 用 （卷カ機5̂ :4,医療機器，公害防止機器，情報機器，プで 

イン . ケミカルなど〉， {2)知 的 サ ビ ス （コンサルティング，調査!，各® 情報サービスなど），（3)ソプトウェ 

ア ，システム開発 (経営情報システム.制御システムの開発など），（4)デザイン開発（ファッシ3 ン* デザイ 

ンなど) ，（5)商品企画（アイデプ商品など) ，（6)プーケティング関連- ( 広告など）といった業糖が考えら 

れよう。 産業構造審議会の *■中問答>43 J (1971年ニ5月） によれば ’ 70印*代の産業構造ビジ-パンとし 

て r知識HI約J 型産業構造が志向され，知的活動の集約度が高い産業（知識.樂約逾業）を中核とし， 

基幹産業や周辺産業においても，可及的に知識镇約度を高めるような産業構造が要請されているの 

であ( I f。 こうして知的経営活動の重視は，組 立 ，加工股階をいっそう高次に複雑にし各種サービ 

ス部門を拡大して，付加価値め增大をもたらす。また，システム化の進赂によって，関速分野はま - 

すますひろがっている。 需要の面では，多様化，個性 化 ‘ 高級化の傾向がつよまり，市場め細分化 

が促進される。 このように， 「社会的分業J の深化につれて，既存のま業セクタ'-にはみられない 

ような新しい産業が生まれ，新しい企業が参入し活躍する機会が増大していることも事までもろう。 

さらに， ソフト化 ‘ 情報化の進展によって， 「生産財としての知識」 も重要な意味をもつ。 企業基 

盤をソプトウェアや知的サ一ビスに依存し，生産部門をもたない企業も多く存在するのでちる。

このような産業の特徴は，い ず れ も 都 市 型 」の業種という点である。つまり，高鹿な都市後積 

や発達した外部経済を積極的に利用しその基盤の上に存立しているところで一致している。現在， 

「ベ ン チャー，ビジネス」の 活 動 （進出）分野'は，特定の菜種に限られる傾向にあり，それほど大量 

の需要がなく， 「ス ケール . メリット」 もあまり働かないということも，指摘しておく必要がある 

と思われるのである。

4. ニ ュ ー ，ビジネス展開の要因と意義

「ベンチャー . ビジネス」に代表されるニ ュ ー ，タイプ中小企業の輩出と展開は， 新し、、産業社 

会への移行という客観的条件によって，必然的に促進されると説明される。周知のように，贯化学 

工業の成熟ののちにむかえる段階は， 知識と技術を横杆として構成されるリ说工業化社会」 （Post 

Industrial Societ^)^であるといわれる。60年代の重化学工業化の推進によるわが国経済の「高度成 

長J 過程は，同時にさまざまな矛盾を生みだし，多くの深刻な問題を山積させる結银となった。 し

注 ( 1 6 )産業構造審議会*中問答r|»『7CKド代の通商産業政策の基本方向は'^、かにもるべき力M 1971年 5 月，によると，とくに 

高い成長が期待できる業種として，研究亮型産業，高度組立産業，フプッシa ン型産業，知識産業が; げられている。 

そして，新しい産業構造ピジ3 ン饿定にかんして，所得弾力性が高いこと，生産性上界率が高いこと，過密環境問題の改 

善にめすること，勤労をの向上に資すること，という4 ⑩iをかかげ， r知識集約J 型産業構造が，それを総合的に充 

足することを⑩調している。
(17) 提船者のダュエル*ペルによれぱ，r脱工業化社会J の特徴として， 1.サービス経済の例出， 2. がゴ的および技術的 

陪旧の俊越，3.社会にぉける1ゃ‘•新と政策形成の源としての r理論的知識」めホ心的役制， 4‘ Iりicftyな技術成長の可能
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すこがって, 7 0 年代における産業社会の構造変化は，「高度成長」の r行きづまりJ を打開するとい 

う現実的耍講として， 重要な役割を担っているといえる 'であろう。 その方向が r脱工業化」 とか 

•'知識巢約化J と 、われる高度産業社会でり， そこにおいては，大規模組織による rス ケ ー ル ， 

メリット」追求とはちがったかたちで，産 業 ，企業の論理が形成されている。産業構造の高度化と 

産業組織の多様化の進展により，産 業 • 企業の存立条件 . 形態やその発展パターンにも，かなりの 

変化がみられるのでもる。 「ベンチヤー，ビジネスJ 論の見解は， このような産業社会の質的変化 

という客観的要因をもとに，新産業.新企業の群生の必然性と展開の可能性を提起しているのであ

具体的にいえば，産業構造の「知識镇約化」によって，大量生産•消費経済にたいする「齒止めJ 

がかかり，生 産 ，消費構造の多様化 . 高度化から，市場の拡大と多様化をうながし，社会的分業の 

深化かすすむことである。既存の産業分類や商品分類で把握できな、ものが，つぎつぎにあらわわ 

既成の企業や組織で対■応するのが困難な場合も， しばしぱみられる。 こうした新しい需要の創出と 

市場の細分化の促進が，事業機会を豊富にし，新しい企業に存立•発展の機会をあたえていること 

はたしかでもる。 また，産 業 . 企業の新旧交替という「社会的対流現象」 も多くみられ，成長と衰 

退が活発にくりかえされるようになる。 いうまでもなく，60年 代 の 「高度成長」 をささえた産第 

は，材料産業，耐久消費財産業，投資財産業という，い わ ば 「規模の経済」効鬼のきわめて大きい 

分野が中心であった。現段階では，研究開発银約産業.高度組立産業 • フ ァ ッ シ ョ ン型産業 . 知識 

産業などの「知識染約」的産菜に，政策の焦点が移行されようとしている。サービス経済の広範な 

展開，知 識 ，技術を中核とする産業の成長，組 立 . 加工段階の高度化，消費の多様化 . 個性化，高 

級化，情報化 . ソフト化の進原とシステム化による関連分野の拡大，といった傾 向は，付加価値の 

塌大をもとめる産業，企業の新しい展開を可能にする。 この場合， さまざまな形態で企業の新規参 

入が促進され，それぞれの分野において，瑪門的な企業が地位を確立するといわれる。 しかも，新 

しい産業社会の城開は，もっぱら中小企業領域の拡大につながり， ニ ュ ー •タ イ プの中小企業に I* 

って有利に作用すると紹諭づけるのである。

ここで：檢 fH■する必要がホJ るのは，市場の拡大•多様化なり，社会的分業の深化を，中小企業に 

適した有利な分好の拡大として，直線的にむすびつけて理解することであろう。 もともと適正規模 

論 的 な 「スモール . ビジネス」諭は，適正親模の存在，市場の不完全性，社会的分業の深化によっ 

て , ホ小企業の存続，発展の要因についての理論的説明を行なった。 しかし，たとえ.量座化に適さ 

ない産業分野’や， 「规換の技術的経済性J があまり顕著に働かないところで，大企業の本格的な進 

Uiがなくても，それだけで市姆支配の奨現とみることは早# .である。 また，市場の木完全性の41心

性， 5 .ィ厂’ナレナ£  r知的fci術J の創出，という5 T̂U:-|かあげられている。 D. Bell, The Measurement of Knowledge aitd  

7kん彻/ (m 1968.邮 m 吉訳 r知識文明の構想一 知識*技術がつくる朱来— „ J ダイヤモンド社，1969 16ページ。
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を な す r製品差別化J を考えた場合，とくに宣伝，広告活動にみられるように，大企業にお利に作 
(18)

用している。 現代資本主義においては， ガルプレイスの「依存効果J やデューゼンべリーのい）

「デモ 'イストレイシg ン効身ミJ は， いぜんとして強力な影響をもっているのでもる。 さらに,社会

的分業の傑化は，産業のシステム化がさかんになれば，大企業がシステム，オルガナイザーとなっ

て，関速分野を支配することも十分考えられるのである。

このように， 「ベンチャー，ビジネスJ の展開は， 強力な独占•寡占支配との閲係を明らかにす

ること力' : , 問題の本質となるはずでもる。すでにアメリカのG E や R 本の自動审メーカーなどは，

小規模組織の優位性を高く評価しており，数人の規模で子会社を設立し，製 品 •技術の開発にあた

らせ，その成果を購入するというかたちで利用している。今後， このような大企業によるベンチャ

一部門への直接進出という方式が広範囲に採用されると， 「ベ ン チャー，ビジネスJ にとっては，

市場面でも人材確保の点でも，少なからず制約をうけることになる。そして，败収合併なり系列化

なり，独 占 . 寡占による中小企業支配が，いっそうすすむことも予想されるのである。

なによりも「ペンチャー，ビジネス」論の根拠となっているのは， 今日の構造変化を， 「二重構 
1 (19)

造J の解消とか格差の是正 . 縮小としてとらえていることで左) る。大企業と中小企業との賃金格差

や生産性格差は，6 0 年代前半までは縮小傾向にあった。 しかし，65.年以降は格差はいっこうに縮

小せず，むしろ階層分化が促進されているのが実状である。 したがって，規模別格差をみると，著

しい成長をとげた巨大企業と停滞を余儀なくされた零細なところの間には，厳然たるへだたりが蒋

在し，むしろ拡大する傾向にちる。貧金をはじめとする労働条件だけではなく，企業内福祉におい

ても， また，社会保障や公的労働福祉の面でも，小零細規模の労働者は，きわめて劣悪な状態にお

かれている。 このため，実質的な規模別格差は，いっそう大幅になっているといえるであろう。

ところで，終身雇用制や年功序列体系といった形態を克服しなければ，労働力市場の流動性は活

発化しない。わ が 国 の 「ベンチャー，ビジネスJ 力’、, 欧米のような展開のバターンをもつには，ま

さ に 「二重構造」問題の解決が前提とならなければならない。 現在， 「ベンチャー • ビジネス」共

通の問題として，有能な人材の確保難があげられており，労働力の積極的な流動化の盛盤ができあ

がったとき，大企業からの大量のスピン，オフが期待できるのである。労働力需給は，若年労 fii力

不足とホ高年労働力過剩というアンバランスが進行し労働力移 :勘も限られた径路で行なわれて、

注 (18〉 適正規模論の流れをくむ■■中！M企業J 論にも， •■製品差別化_ !を弥調する促(向がみられる。すなわち，「巾堅企業J の 

もつ市場条件の特徴をあげ，独 1:1の技術 ‘ 設計考案によって r敷品の差別化J を獎現し，量座化に成功しそれぞれの分 

野でミいシェアをもち，「独 lii的他格J ☆ もつものも多いとしている。これは独占大企業の市場支配の軽祝と，「中墮企業J 

における「製品差別化J の過大評制とみなすべきでもろう。中 村 ®Tiij掲 1 5 ページ。 ■

(19) 57ギ度の『経済fポ で, R木链济のr ニiR構造」が招摘され，それ以来格差の；正 ，縮小が情要な政饿標となっ 

た。中小企業;/ぶ-本 法 （63年制? ]^ )の] ! 念のひとつも， 「ニ J f t lp l i jの底辺としてのけJ小:Ik業を，いかにレペル‘アップす 

るかということであった。そして，7唯度のむM 、企 鄰 HW』では，低货金 ‘ 低生産性という巾小企業の前近代他が劇H 

されつつを) る と し r経済成:K とニffi偶造—— まわりゆく*ト小企業-—— J をチーマに，はじめて「ニ 造 J の变化をとり 

あげたのであ•る。

• ‘ —— 5 7 —— ■ .
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る(IT{向にある。中小企業においては，その主耍な履用；形態として，中小企業の中高年齢者の中途採 

用 と い う 「3 中問題」をいぜんとしてかかえている。中小企業がすぐれた若年労働力を確保し高 

い生産性をあげるためには，能力給が一般化し，低賃金労働が一掃される必耍がある。こうして， 

「企業家精神J の高楊とか r働きがい」の追求といった r主体的耍因J は， 労働力の流動化という 

「客観的条件J が整備されてはじめて意味をもっと思われるのである。

5 . 小 規 模 企 業 に お け る 研 究 • 技術開発

市場構造を規定する企業規模ないしは集中度と，研 究 • 技術開発の成果との関係については，デ 

ータ上の制約や開発効果の定量化の困難をともないながらも，すでに数多くの実HE的研究がつみか 

さねられてきた。議論の焦点は，技術進泰に「規模の経済性J が作用するかという点であり，技術 

進歩を担うのは大企業か中小企業か，あるいは技術進歩に r最適規模J が存在するかどうかという 

問題である。また，市場構造が競♦ 的か独占的かによって，技術進歩の成果を左右するとも考えら 

れている。 したがって， もっとも効率的に技術進歩を促進する市場構造の解明が，産業組織論にと 

って重要な課題となっているのである。

ところで，独占的大企業のみを技術進歩の担い手とみなす見解は，ガルプレイスおよびシュンぺ 

一ターに代表される。その根拠は，現代の技衛本新には高いコストと大きいリスクがともない，成 

果を実現するまでに長期問を要すること， したがって，それにたえられるのは巨大企業に限られる 

ということである。 しかも，企業親模がより大きく，競争企業が;より少ないとき，技術進歩はきわ 

めて急速に進行するという。ぎ際，大規模な研究設備と巨額の資金を保有し， 多数のぜ秀な研究

者 . 技術者を雇用し，組織的な尊門研究を遂行できる大規模企業が，研 资 ‘技術開発の面で有利で
ム (20)
あることは否めない。 ここに，ガルプレイスのいうように， •'産業が進攻ミを続けるためには,その

産業に独占の要素が若干なくてはならぬということ」か ら す れ ば ,「現在の市場機構はこのように 

技術進歩のため都合よくできているJ とし， 「競爭のもたらす価格と生産の理想的な均衡を得るた 

めには，われわれは技術進歩を断念しなければならないだろう」 とする独占必需論さえあらわれて 

いるのでちる。

これにたいして，技術進歩に関しては，企業規模の大きさとの関関係がうすく，むしろn|：i小企 

業の方が優位でもる， という見方もかなり多い。たとえば， J .ジュークス， D .ソーワーズ， R .ス 

チイラー .プン， A. C .クーパー， E. D .ホランダー， W. G .マース，R  B, ロバーツ，D. A . シヨン , 

R. R .ネルソン，M. J ,ペック，E. D .カラチ:^クなどは, ガルプレイス r仮説 Jを否定する立場をとっ

注(20). J. K. Galbraith, Ammcan Capitalism, The Concept o f Cmntervailing Power, rev., ed., 1956, chap, 7. 藤瀬五伽 

訳 *■アメリカの資本;3ポi  (改走新版) J I制 !:通信社，1970イ[こ，なJ?章を参照のこと。 ，
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ている。研 究 ，技術開発における小規模組織を評価する見解は，規模や業種による技術新の内容

の相違をあげ , また技術単新の段階がさま-ざまであることを強調する。ここに，小規模企業であっ

ても，研 究 • 技術開発の成果を十分に享受できる余地が生れる。また，技術進步が組織よりも個人

の能力に依存するため，かえって規模の小さな分野，の方が効率的であるという説明もなされる。い

うまでもなく，「ベンチャー，ビジネス」論は，このような見解が基盤となって形成されたのである。

ふつう技術進-歩というのは，発 明 （インペンション）と苹新（イノべイシ3 ン）とに区別することが

でき'る)。そして，前者は技術的新知識の生産を意味し，後者はその成果を事業活動に利用すること

をさしている。発明の過程は，研究と開発（R & D )に区分することもできる，概して，発明は個人
(22)

の能力に依存する傾向がつよく，独立の発明家によって推進され， R & D は分業にもとづく協業体 

制を必要とし，企業規模とも閲速をもつので， iri要な f c るいはS 幹的な部分については，もっぱら 

大企業がそれを行なってきたともいえる。中小企業のR fc D は，jtfe用研究や開発研究に重点がおか
(23)

れ，基礎研究はほとんど外部に依蒋するので，あまり重視されないという性格をも力。 また，中小 

企業のなかでも比較的規模の大きいところでは，新製品の開発が中心であり，小規模企業は主とし 

て 生 産 工 程 や 設 備 の 改 * 改善がすすめられるという特徵があらわれている。研究開発の分© で， 

できるだけ大企業との競合はさけ，回避できない場合でも，特殊な用途•市場をもつ製品を手がけ 

ることで，企業の特色を生かそうとする努力もなされている。 したがって，企業規模の差によって 

R & D の性格や分縣もことなるので，小規模組織の有利性を発揮できる領域に，進出がはかられて 

いるというのが現状である。

さて，研 究 ，技術開究における大規模組纖の限界と小企業の優位性の強調は， •■ベンチャ一，ビ 

ジネス」 の展開を説明する理論的要因をなしている。たしかに大企業では，研 究 ，技術開発にさい 

して，研究費といい研究員といいその投入資源はぽう大である力 ' ; , その割合に産出成果は少なく， 

効率的でないといわれる。組織が分権化し硬直化した大企業にあっては，個人の創造力や辱門能力 

を十分発揮することが制約される。その点，小企業はダイナミックで弾力的な組織をもち，研究開 

発意欲が旺盛だという特性を有している。研究開発段階においては，研究開発- >製品企画- 計--> 

実験一> 再設計というフィードバック • サイクルが円滑に機能しやすい。そして，組織が塔純で小ま 

わりがきくため，情報は迅速がつ正確に伝達され，研究 I i 発とマ-*ケティングのフィードバックも 

うまくいくといわれてい( f ’。すなわち，小規说な経営組織における研光，技術開発の長所は，全社

> i ( 2 1 )越後和典『数dS経済の基礎構造J 新評論，1969年，195ぺ一ジ。

(22) E. Mansfield, T/w Economics of Techiidlogical Change. 1968. 0ば#史劇訳 *■技術進歩の経済学R 本経坑新け上， 

1971年，87〜8 9 ページ。

(23) rホ小企業の则鄉H発と企業成;t<h (中小企業金融公照ド中小企業金融公庫月報J 1972年3 月号)，

( 2 4 ) 情成.中 ‘平 堪 り )描 69ページ，中村秀一郎♦有峻晃才編『ロ本邀業社会の新-一- 不確定時代の企業行動——  

ダイヤモンドお:，1972が，7 8 ページ。

(25) k . C. Cooper, ‘ ‘R  & D is more efficient in small companies," in Harvard Business Review, May-Jun. 1964.
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ちげてひとつの研览開発にうちとむという集中性， トップの意志が末端まで伝わるコミュニケーシ

a ンの棘通性，意志決定と行動の早さにみられる機動性によって，その効傘がきわめて高いことが

指摘されるのである。結局，大企業においては，官僚的な硬直的な関係や組織が支配的であり，冒

除よりも安全を第一と考えたり， コスト採算面から非能率的な場合も多ぐ，研究開発を促進する機

能を胆害しているという。 したがって，たとえ多数のチクノストラクチュアが蓄積されているとし

でも，積極的で舉新的な研究，技術開は期待できないという結論に達するのである。

研 究 . 技術開発の成果にかんする実証的 . 理論的研究は，もっ''ぱら大企業中心に展開されており，

中小企業に0 いてはあまりすすんでいない。 こ うした事情にあって，最近におけるイギリスのボル

トン委員会の■■報告書」，あるいはアメリカ全国産業会議 (N ICB )の 「報告書」は， きわめて示ゆに 
、' (27)

とんだ資料でもる。ボルトン委員会「報告書』では，企業規模と:^新過殺における貢献度との関係 

をしめし，中小企業はむしろ発明をつうじての貢献が大であり，ぜi新過程において間接的な貢献が 

大きく，自らの発明を大企業に提供するというかたちで，補完的な役割をはたしていると指摘サ 2̂IJ。 

つまり，大企業と中小企業との間に，いわば技術進歩における「分業」關係め成立をあげているの 

である。 これまでの発明の多くは，個人や小企業によって実現されたが， このことは， ク ー パ の  

いうように小規模躯織における研究効率の高さを琪づけるものであろう。 との場合，研ホ開発のあ； 

期の段階では，研究開発费の支出は少なくてすむがリズクは大きく，後期になるほどその逆の傾向 

かみられることは， とうぜん考えられることでもる。 さらに，中小企業における研究開発の継続が， 

企業成長にとって必要であることは，N IC B 「報告 i r  の分析をみるまでもなく明らかでホ) ろう。

なお , 「ベンチャー * ビジネスJ 論は， 企業の発展のうえで研究開発とマーケティングが不可欠 

でもり， とくにソフトクエアの分野の重耍性を強調するD そして， ソフト面はP|：•小企業に依存し， 

その開発成果であるハードなものは大企業が量産するといった「社会的分業」関係が確立し，従来 

の大企業による中小企業の系列支配という産業組織から，機能分化を基礎とした水平的ネット • ヮ 

ーク組織が形成されるとする。 ここに，研究開発を担当する中小企業が，生 産 ，流通部門で大企業 

を 「下請け」禾IJ用するというまで展開されているのである。

この場合，問題となるのは，小規模組織の研究，技術開発にたいする過大評価と，今日の産業組 

織における独占，寡 は体制の軽視であろう。 とくに，産業のシズテム化がすすめば， シ ス テ ム •ォ

注 ( 2 6 )米沢成形『改jfj新版 . 巾小企業を命J 同文額，1972 171-172ぺ—ジ，

(27) Small Firrns—Report o f the Committee o f Inquiry on Small Firms, 1971.商工組合中央企MI調ま部訳 f炎旧の中 

小企業（ボルトンをM会報告) J 商工K1合巾央企庫，1974^p, NICB, N IC B  Report, 1966,1968, 1969.日本能率協会N1CB 
研究をiミ 会 訳 ロ 本 能 ネ 協 会 ，1971ギ。

( 2 8 ) 商工>|1金訳*■前撒11J 90〜9 7 ページ。

( 2 9 )ん G. Cooper. "Small Companies can pioneer now products'*, in Harvard Business Review, Sept.-Oet. 1966.
(30) 本能海協会訳nm 赠 f j  m ぺ- ジ。 ，

( 3 1 ) 114いポ收縮 *■前おttfj 9 4 ページ。

60

«

a

l
 

I

l

f

-
 

H
 

/
r
i
-
c
f 

I 

^

4
. 

1
/ 

f
, 

1

-

J

.

l 

>
* 

f 

t

n

^

、

.

 ̂

\ 
\ 

t

ル"



W -^ '
H

研究，技術開発と小零細企業「問題J 

ルガナイザーとしての機能をはたすのは，むしろ巨大企業である。こうしたなかで，小規模組織で 

確固たる地位をきづきあげるには，持続的，発展的なかなり大がかりな研究，技術別ぼきを遂行でき 

る企業墓盤の充実が要請されるといえよう。

6 . むすびにかえて^—— これからの課題

以上のように，小稿では，最近における小零細媒模企業の新規開業の特徴を考察し， とくに新し 

い タイプの 「ベンチャー，ビジネスJ がかかえるさまざまな問題について，分析をすすめてきた。 

さらに， 「知識集.約化」を実現するうえでの小規模組織の優位性や， 小零細企業における研究，技 

術開発面での特性も , 主要なテーマとなったはずである。

ところで， とうした問題をとりあげるとき，今日いわれている r知識集約」的な産業構造なり , 

り说工業化」社会の展開といった産業社会の構造変化を，いったいそれがどのような内容をもつか 

把握し，また評価するかという点から出発する必要がある。同時に，政策的観点からすれば， この 

新しい動向にたいして政策目標として全面的な適応が耍請されている現実を考え，そのようなこと 

が生じる背景とか基盤についても檢計しなければならない。 とりわけ中小企業については，時代の 

要請に対 jtEするのが困難な，そして体質改善のうえで「とりのこされた」業 界 ，企業にたいして， 

どのような対策を講じるかが課題となる。

さらに， 「知識」産業とか研究 • 技術開発俱約的な産業を， 産業論のなかで，いかに位置づける 

かという問題がある。そこにおいて，産 業 ，企 業 の r知識集約化J な い し は 「ベンチャー . ビジネ 

スJ の特性や意義が，問われるべきで fc.ると思われる。 ま た 「ベンチャー，ビジネス」 という企業 

類堕が，客観的に規定されるには，あくまでも独占 • 寡!:の支配および競争のメカニズムをつうじ 

て，行なわれなければならない。現代資本生義理論（独占経済理論）とのむすびつきにおいて，ある 

いは中小企業一般にたいする迎論とレて， 「ベンチャ一 . ビジネスJ の存立条件 • 形態が説明され . 

る必要があるのである。 つまり， rペンチャー，ビジネスJ についての理論的アプローチが，一般 

性 ，普遍性をもって成立することが，まず不可欠となってくるのである。

したがって，今 日 の r知識集約J 的な小零細企業の増加は，特定の産業分野で展されており， 

かなり一時的，過波的な性格をも有している。わ が 国 の 「ペンチャー * ビジネス」は，創業後数年 

という業歴しかもたなぃ企業が压倒的に多く，開業時の商品や技術が企業の藥績を決定している傾 

向がつよい。需要が一巡したり，市場が停滞することによって，企業基盤がゆらぐことも十分予想 

でをる。すでに今回の不況により，経営不振におちいった「ベンチャー . ビジネス」 も少なくない 

のである。

そして，市場の拡大 . 多様化とか社会的分業の深化を，中小企業分野の拡張なり中小企業のま利
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性とむすびつけて理解する傾向もある。わが国の場合，最近では，大 企 業 の r脱本業J 化または多 

角化の動きがめだってきており，独 占 ，霖占資本の市場行動は，けっして軽視することはできない 

であろう。 すなわち， か れ ら の rベンチャー . ビジネスJ 支配， ある い は r ペンチャーJ 部門進 

出，rベンチャーJ 化を考慮したうえで，小零細:ik業の新展開が評価されなければならないのである。 

これを研究，技術開発面でみるかぎり，その先発性や効率性で，小規模企業の優位性を促進する耍 

因が働いたとしても， それが長期，安定的な市場支配をかちとる保誕はないであろう。 それに，

研 ，技術開発の基盤を考えると，わが国では，まだまだぜい弱である。組織を形成する人材の充 

まが，「ベンチャー，ビジネスJ 展開にとって必要である力；， それは研梵•技術スタッフはもちろ 

ん，マネジメントやマーケティングの専門家の参加も重要である。 ようするに，チクノストラクチ 

ュアの蓄積を前提とし，人的にも資金的にも機能的にも総合的な経営資源の充実をはかることによ 

り，本 格 的 な 『ベンチャー，ビジネス」 の展開が可能となるのである。

なお，新規開業小零細企業と大企業との間の競合関係や支配，従属関係を考察するとき，企業の 

売 却 * 買収についても， わせて検討しなけれぱならない。たとえぱ，アメリカでは研究，技術開 

発型の中小企業が成功したとき，それを他企業に売り渡し，その資金をもとに新しい事業をはじめ 

るというケースがしばしばみられる。 このように，企業そのものを取引対象としてつかうという， 

わりきった経営思想が容認されるならば， 「ベンチャー，ビジネスJ にたいする評価も， また別な 

意味をもつと考えられる。

最後に，新規開業企業にたいして積極的に投融資を行ない，その企業の成長を助成し，対•価とし 

てキャピタル . ゲインを得るのを目的とする金融機関，す な わ ち 「ベンチャー，キャピタルJ の展 

[If：]も，今後の基本的な課題である。 わが国においては， 「ベンチャ，- ，キャピタルJ の立ち遅れか 

ら，むしろこの部に既存の巨大企業や金融機関0 新規参入がさかんになり，主導的な役割をはた 

す倾向にある。 こうして， 「ペンチャー，ビジネスJ が独立性を発揮して活動をつづけるうえで， 

さまざまな障-言が横たわっていることを認識しなけれぱならないのである。

とにかく , 中小企業理論の研究ちるいは中小企業政策の策定にあたって，つねに適確な励態変化 

の把握と客観的な事奨認識とが，まず前提となることはいうまでもない。 この意味で， これからの

ビジネス」論が投じた問題提起は，きわめて重要な意義を中小企業を考えるうえで「ベンチャ
(32)

もつものといえるであろう。

(同志社大学助教授)

「本稿は，か東估告教授退任記念特集号（本誌第67卷 

U r jio号）に揭載する予定であったものである。 」

注 ( 3 2 )小稿は，拙 搞 r鹿栗飢織とロ本【い小企業（I )  . ( n ) j  (同;i进大学人文学会『評論 . 社会科学』绝 6サ， 1973年 7 月 

およびが57号，197鄉 1月）を袖足したものでもる。このため，これらとめを多少ffi複したところ力*、あることを，最後 

につけくわえておく。
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